
固定資産評価における 
  太陽光発電施設用地 
       の評価について 

一般財団法人 MIA協議会 

不動産鑑定士  大羽 昌広 
             



2 

うち自家
発電設備
併設

うち50kW
未満

うち50kW
以上
500kW未
満

うち
500kW以
上
1,000kW
未満

うち
1,000kW
以上
2,000kW
未満

うち
2,000kW
以上

合計 667,484 46,127 647,806 620,931 12,445 5,544 7,545 1,341
1 鹿児島県 11,858 123 38,397 37,007 345 369 611 65
2 宮崎県 9,767 56 35,419 34,395 363 301 316 44
3 茨城県 24,753 1,028 35,059 33,536 607 348 497 71
4 千葉県 30,024 1,700 28,892 27,710 422 271 434 55
5 福岡県 30,278 1,632 26,950 25,798 490 224 399 39
6 熊本県 14,049 355 26,755 25,898 275 178 348 56
7 群馬県 18,104 649 26,646 25,376 734 253 263 20
8 栃木県 18,946 951 24,882 23,627 526 243 425 61
9 大分県 9,024 184 24,819 24,075 184 194 309 57

10 愛知県 48,260 4,081 23,203 22,218 713 156 99 17
11 静岡県 29,357 1,235 23,148 22,223 566 145 172 42
12 岡山県 15,429 639 22,191 21,591 251 151 160 38
13 兵庫県 27,701 4,655 20,703 19,635 531 250 229 58
14 山梨県 8,473 265 20,450 20,113 164 65 90 18

太陽光発電設備
10kW未満 10kW以上

※固定価格買取制度開始後に新たに認定を受けた設備件数(経済産業省発表平成26年6月末時点)



内容 

１．基本的な考え方 

２．評価方法の提案 

３．評 価 実 例 

４．む す び 

５．参考法令・判例・文献 
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１．基本的な考え方 

Ⅰ．太陽光発電施設用地としての収益性を重視しすぎない。造成費で考慮する。 

・更地評価が原則。 

・パネルは償却資産として課税対象となる。売電収益は法人税等で考慮される。 

・固定資産税評価の原則は、比準価格が基本であって、収益価格ではない。1、2 

・現況は土地部分で判断し、造成の程度によって格差を付けるという考え方。 

Ⅱ．適正な時価を上回ることがないように評価額の水準に留意する。 

・判例は、評価基準通りに評価していても、適正な時価を超えている部分につい
ては違法という考え方。3、4 

・特に農地を一時転用する場合の評価額の水準に留意。 
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１．基本的な考え方 

Ⅲ．現行の課税地目間の評価額の均衡に留意する。 

・同一市町村内において、地目間及び同一地目内の土地の評価額の均衡に留
意する。 
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２．評価方法の提案 
Ⅰ．基本（現在課税地目が雑種地の上にパネルを設置するケース） 

 課税地目・・・雑種地（田、畑、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野
のいずれにも該当しない土地） 

 評価方法・・・（原   則）売買実例地比準方式5 

 

 

 

（実務上）近傍地比準方式5 

 

 

                              

※各市町村が現在行っているその他の雑種地の評価方法に準ずる。 
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売買実例

雑種地の

売買実例

価額 

売買実例

雑種地の

正常売買

価額 

評価対象雑種地

の適正な時価 

（評価額） 

評価対象雑種地との 

位置・利用状況等の比較 

不正常な売買条件 

に係る価格の修正 

 
附近の土地 

（田･畑･山林･ 

原野･宅地等） 

の評価額 

評価対象 

雑種地の 

適正な時価

（評価額） 

評価対象雑種地との位置・ 

利用状況等を考慮し比準 



２．評価方法の提案 

Ⅱ．例外（農地と共存・ソーラーシェアリング） 

（農地に柱を立ててパネルを設置する形態。柱の基礎部分が一時転用となるケー
ス。登記地目は農地。） 

課税地目・・・農地or農地比準雑種地 

評価方法・・・ 農地評価  

                   or 農地評価＋造成費（※） 

 

※造成費は柱の基礎部分の造成費とな 

るが、算定が困難で根拠付けが難し 

い。 
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２．評価方法の提案 

Ⅲ．例外（山林等の上に設置） 

山林の木を伐採し、造成してパネル 

を設置する形態。山林以外の池沼、 

原野等の利用価値が低い土地も含む。 

課税地目・・・山林（池沼、原野等） 

比準雑種地 

評価方法・・・山林（池沼、原野等） 

評価＋造成費（※） 

※現況に応じた造成費を加算する必要がある。 

※参考「総務省通知ゴルフ場用地の評価に用いる造成費の7割」 8 



３．評価実例 

① A市・・・市街化区域（路線価地区） 

課税地目・・・宅地比準雑種地 

評価方法・・・路線価 × 画地補正 － 造成費（総務省通知市街化区
域農地の造成費） 
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３．評価実例 

② B市・・・市街化調整区域（路線価地区） 

 

 課税地目・・・宅地比準雑種地 

 評価方法・・・路線価 × 画地補正 × 雑種地比準割合（０．５）※ 

   

※比準割合（０．５）の内訳   

   宅地にする為の造成費 ＋ 市街化調整区域の建築規制 

   これでは、具体的な０．５の算定根拠にならない。  

  そこで、比準割合の調査（不動産鑑定士の意見書）を行った。 
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３．評価実例 
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３．評価実例 
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３．評価実例 

a宅地比準雑種地とb山

林評価地が近隣に存する場

合で、両者が太陽光発電施

設用地となったケース。A

宅地比準雑種地とB山林比

準雑種地の評価額の均衡を

図る必要がある。（視点  

造成費加算or控除） 13 

③ C市・・・非線引都市計画区域（その他地区） 



３．評価実例 
a 宅地（4,000円/㎡） 

     × ０.7 

 

A 宅地比準雑種地（2,800円/㎡） 

B 山林比準雑種地（944円/㎡）道路付きだと約2倍の（1,888円/㎡位）      

     ＋ 造成費（924円/㎡） 

     「総務省通知ゴルフ場用地の評価に用いる造成費を勘案」 

      丘陵コース（100%）1,320円×0.7（宅地の評価割合） 

b 山林（20円/㎡） 

※宅地比準雑種地が2,800円/㎡、山林比準雑種地が1,888円/㎡位という
評価額の水準となった。A＞Bの均衡が図られ、価格差（平坦地と傾斜地
の差）も妥当な範囲である。 

 14 

造成費控除方式 

造成費加算方式 



３．評価実例 
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転用前登記地目：畑、原野、山林    現況：一部傾斜地    

地  積：約32,000㎡          区域：市街化調整区域 

 

３．評価実例 
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④ D市・・・市街化調整区域（路線価地区） 

 一画地評価（大規模土地であるため、納税者に対してしっかりとした説
明資料が必要と考え、不動産鑑定士に委託） 



３．評価実例 

課税地目・・・雑種地 

評価方法・・・売買実例地比準方式（取引事例比較法） 

メリット 

・不動産鑑定士に委託することにより、その他の雑種地の評価
方法の原則である売買実例地比準方式を採用できる。 

・よって、直接的に雑種地の売買実例から価格を求めることが
可能となり、雑種地比準割合の説明が不要となる。 

・一部傾斜があることの減価、大規模補正等、土地の個別的要
因を正確に反映した評価が可能となる。 
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３．評価実例 

※A 路線評価（宅地比準）とB 一画地評価との評価額の均衡 
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A 宅地（22,600円/㎡） × 比準割合0.5 × 画地補正0.68 

≒ 7,680円/㎡            

 

B 一画地評価 6,300円/㎡ 

 

※路線評価が7,680円/㎡、一画地鑑定が６,300円/㎡位という評価

額の水準となった。A（小規模）＞B（大規模）の均衡が図られ、

価格差も妥当な範囲である。 

 



４．むすび 

1 太陽光発電施設用地だからといって、過大評価しない。 

2 基本は雑種地評価。 

3 造成費で差をつける。 

4 地目間及び同一地目内の区分間における評価水準の均衡
に留意。 

  （場合によってはしっかりとした根拠付けが必要。） 

5 路線評価と一画地評価との評価額の均衡に留意。 

 

（注）御示しした内容は、固定資産評価基準に規定されていない内容も含ん
でいますので、参考として御活用ください。 
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５．参考法令・判例・文献 

1 固定資産税務研究会『固定資産評価基準解説（土地編）』財団法人地方財
務協会，2012年，3-4頁 

2 最高裁平成18年7月7日第二小法廷判決 

3 地方税法第341条5項 

4 最高裁平成15年6月26日第一小法廷判決 

5 固定資産税務研究会『固定資産評価基準解説（土地編）』財団法人地方財
務協会，2012年，407頁 

以上 
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